
調査報告書 (1)

0□立国会 又 宮 館
令和 7年 7月 31日

調査及び立法考査局

行政法務調査室・課

英国の機密保全法制 (罰則)

英国では、2023年国家安全保障法 (Nttbnd Secwity A鋭 2023)及び 1989年公務秘密法 (O

rldЛ secret A鋭 1989)に 、重要な情報の漏洩等を取 り締まる規定がある。

1第 1～3条で「知りながら」と訳出した箇所は、原文では「kllow or havhg rcgard to other m′ atters known to thcm

ought rcasonabけ tO knOw」 と表現されている。英国政府のウェブサイ トによれば、この趣旨は、「擬制認識」(現実

に認識していなくても、合理的な注意を払えば認識したであろう事実について、認識があるとみなされること)も

含むことにあるとされる (JoumЛ ittic frccdomsI Nationd Sccurity Blll factshed."英 国政府ウェブサイ ト<httpW/,v

wvLgo■ uk/80VCmment/publications/national‐ sccurity‐ billぃ factshccts/ioumaliStic‐ frccdoms‐ national‐ sccurity‐bill‐ factshcct>;

田中英夫『英米法辞典』東京大学出版会,1991,p189.)。
2英国政府のウェブサイ トでは、「防衛情報」や「我が国の情報機関の活動」が例示されている (“Ncw esttonage of

fcnccsi factshcct."英 国政府ウェブサイ ト <httpsi〃wwЧ gov.uk/govemmcnt/publに atbns/nationЛ ‐sccuttty‐blHれtshccty

cspiOnagc‐ etc‐national‐sccuriサ‐blll‐ factshcct#casc‐ sttdie鬱 )。

3想定される情報として、センシティブな AI技術や民生用の核技術、クリーンエネルギー技術に関する情報が例示

されている (“Nationa Sccuttty Act 2023:Explanatoり Notcs,"p.7.Legね lation gov.uk web甑 te<httpⅨ//w珀嗣cB偽 latio

n.goⅥuk/ukpga/2023/32れ otes/di胡 slo4/6/indcx.htm>)。
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該当条文 処罰行為の類型 罰則内容

2023年国家安全保障法

第 1条

外国勢力のために、英国の安全・利益を害することを知 り

ながらと、「保護された情報」(英国の安全又は利益を保護す

る目的でアクセスが制限された又はアクセスが制限され

ていることが思料される情報や文書等)2を取得・コピー・

記録・保持する行為や開示する行為

終身刑若 しくは

罰金、又はその両

方

第 2条

外国勢力のために、無許可であることを知りながら、「営

業秘密」 (当 該分野に精通した者であつても通常知りえな
い、実際に又は潜在的に産業・経済・商業面の価値を持
つ、他者への漏示を防ぐ措置がとられていると思料され

るような情報や文書等)3を取得・コピー・記録・保持す

る行為や開示する行為

14年以下の拘禁

刑若 しくは罰

金、又はその両

方

第 3条

英国に関連する活動を行 う外国諜報機関を実質的に援助

することを意図して行為すること (第 1項)

英国に関連する活動を行 う外国諜報機関を実質的に援助

する可能性が高い行為 (直接的 。問接的かを問わず、情報

や物品、サービス、金銭的な利益を提供する行為を含む。)

を、それを知 りながら、行 うこと (第 2項、第 3項 )

14年以下の拘禁

刑若 しくは罰金、

又はその両方



調査報告書 (1)

担当!行孵 課 福田健志

第 1条
～
第6

条、第 10条

1政府職員 (第
「

次的な漏洩)やその他の者 (第 2次的な婦
洩)か＼以下の情報.(①防諜・諜報(securiけ 叩 i雌1鞄騨Oel、

②防衛、③国―際関係、④犯罪、⑤政府による盗聴 ,郵使 '

その他の通信の傍受に関
―
する情報、⑥卜方諜・諜報 ,防衛・

国際関係についてめ情報で、他国又は国際組織に内審に伝
達されたもの)を漏洩する行為  i

2年以下の拘禁
,千11若しく―ほ罰金、
又はその両方な
ど

ヽ
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令和 7年 7月 31日

調査及び立法考査局

行政法務調査室 。課

ドイツの機密保全法制 (罰則)

ドインでは、刑法典 (Sttafgesetzbuch(StGB))に おいて、国家機密の漏洩や探知、工作員活

動などに対する罰則規定が置かれている。            ′

刑法典において「国家機密Jと は、「限定された範囲の者のみが知り得、ドイツ連邦共和国の

対外的安全に対して重大な不利益を及ばす危険を回避するため、外国の勢力に対 して秘密にし

ておかなければならない事実、客体又は知識」 (第 93条第 1項)をいう1。 一方で、「自由で民

主的な基本秩序に反する事実、又は国家間で合意した軍備の制限に、 ドイツ連邦共和国の条約

相手国に秘密にしたまま違反する事実」(同条第 2項)は 「非合法秘密」とされ、国家機密から

は除かれる。

O刑法典における主な処罰行為の類型

「国家機密」の要件のうち、「限定された範囲の者のみが知り得」(限定入手可有酵性)については、形式的な基準 (秘

密保全措置がなされているか否かなど)ではなく、実質的な基準 (限定された範囲の者にのみアクセス可能である

か否かなど)で判断するとされる。ただし、例えば「行政機関等によって保全措置がとられた国家機密」の漏示を

規定する第 95条の紺象は、秘密保全措置がなされたものに限定されているとされる。また、「国家機密」につい

て、情報の種類 (例えば政治、軍事、諜報、経済等)は間わないとされる (久保田隆「ドイツ刑法典における国家

秘密侵害の罪に関する序論的検討」『信州大学経法論集』2021.3,pp.65‐ 66,70.)。
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該当条文 処罰行為の類型 罰則内容

第 94条

(反逆)

国家機密を、

(1)外国の勢力若しくはその仲介者 (以下「外国勢

力等」)イこ報告し、又は

(2)その他、ドイツ連邦共和国 (以下「国家」)に不

利益を与え若 しくは外国の勢力に利益を与え

るために、無権限の者に得させ、若 しくは公表

し、

これにより国家の対外的安全に対 して重大な不利

益を及ぼす危険を引き起こす行為

1年以上 (特に重い

事案では、無期又は

5年以上)の 自由刑

第 95条

(国家機密の漏示)

行政機関等によつて保全措置がとられた国家機密

を無権限の者に得させ、又は公表 し、これにより国

家の対外的安全に対 して重大な不利益を及ぼす危

険を引き起こす行為 (第 94条の処罰対象にならな

い場合)

6月 以上 5年以下

(特 に重 い事案 で

は、1年以上 10年以

下)の 自由刑



該当条文 処罰行為の類型 罰則内容

第 96条

(反逆的な探知・

国家機密の探索)

反逆 (第 94条)を 目的とした国家機密の入手 (第

1項 )

1年以上 lo年以下

の自由刑

行政機関等によつて保全措置がとられた国家機密

の漏示 (第 95条)を 目的とした国家機密の入手 (第

2項 )

6月 以上 5年以下の

自由汗J

第 97条

(国家機密の漏洩)

行政機関等によつて保全措置がとられた国家機密

の無権限者への提供・公表によつて、過失により、

国家の射外的安全に対 して重大な不利益を及ばす

行為 (第 1項 )

5年以下の自由刑又

は罰金

行政機関等によつて保全措置がとられた国家機密

の無権限者への軽率な提供によつて、過失により、

国家の対外的安全に対 して重大な不利益を及ばす

行為 (第 2項 )

3年以下の自由刑又

は罰金

第 97a条

(非合法秘密による

反逆)

第 93条第 2項の規定によつて国家機密とならない

秘密 (非合法秘密)を外国勢力等に報告し、国家の

対外的安全に対して重大な不利益を及ばす行為

第 94条 と同一の刑

第 97b条

(非合法秘密 と誤認

しての反逆)

第 94条から第 97条までの行為について、行為者が

国家機密を非合法秘密であると誤信 して行為 した

場合で、(1)そ の錯誤について行為者を非難 し得る

とき、(2)誤信 した違反に対抗する目的で行為 した

のではないとき、又は(3)行為が諸事情に鑑みその

目的のための相当な手段とはいえないとき

各条文に対応す る

罰則

第 98条

(反逆のための工作

員活動)

外国の勢力のために国家機密の入手・報告を目的と

した活動を行 うこと、又は外国勢力等に対してその

ような活動を行 うつもりのある旨を表明する行為

(第 94条・第 96条第 1項の処罰対象にならない場

合)

5年以下の自由刑又

は罰金 (特に重い事

案では、1年以上 lo

年以下の自由刑 )

第 99条

(諜報機関の工作員

活動)

外国の勢力の諜報機関のために、国家に対して諜報

活動を行 うこと、又はそのような活動を行 うつもり

のある旨を表明する行為 (第 94条・第 96条第 1項

等の処罰対象にならない場合)

5年以下の自由刑又

は罰金 (特に重い事

案では、1年以上 10

年以下の自由刑 )

傷留353条 b

(職務上の秘密及び

特別の秘密保持義務

の侵害)

公務担当者等が秘密2を権限なく漏示 し、これによ

り、重要な公の利益を危殆化する行為

5年以下の自由刑又

は罰金など

調査報告書 (2)

担当 :行政法務課 福田健志

2同条の 「秘密」は、「国家機密」(第 93条第 1項)よ りも広い概念とされる。過去の裁判例では、機密外交文書上

での捜査に関する情報の漏示や、連邦国境警備隊員に関する勤務評定の東独情報機関への提供などが「重要な公の

利益を危殆化する行為」と判断されたとされる (植松健一「ドイツ」円島泰彦・清水勉編『秘密保全法批半J』 日本

評論社,2013,pp 19牛 195.)。
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0 五 五 会 囲 書 館ー
エ

令和 7年 7月 31日

調査及び立法考査局

行政法務調査室・課

フランスの機密保全法制 (罰則)

フランスでは、刑法典 (Code p6nd)イこおいて、外国との通謀、情報の引渡し等に対する

罰則規定 (第 411‐4条～第 411-8条 )が置かれている。第 41卜 5条以下で構成要件の一つとさ

れる「国民の とは、「独立、領上の保全、安全の保障、制度の共和的形態、国

防及び外交の手段、フランス及び外国における国民の保護、自然環境及びその他の環境との

均衡並びに科学的経済的 (特に農業に関するもの)能力及び文化的遺産の基本的な要素」と

されている (第 410‐ 1条 )。

また、刑法典第413-9条 から第 413-12条 までの規定において、「国防の秘密」の漏洩に対

する罰則が規定されている。「国防の秘密」とは、「国防に関する情報、十技法、物品、文書、

情報処理データ又はフアイルであって、配布を制限するための保護措置の対象となるもの」

とされている (第 413‐9条第 1項 )。

O刑法典における主な処罰行為の類型

該当条文 処罰行為の類型 罰則内容

第 411‐4条

(通謀 )

フランスに対する敵対行為又は侵略行為をそそのか

す目的で外国政府、外国に属し若しくは外国の支配下

にある企業・組織又はその要員 (以下「外国政府等」)

と内通する行為や、外国政府等に敵対行為・侵略行為

の遂行手段を提供する行為

30年以下の拘禁及

び (又 は)45万ユ

ーロ以下の罰金

第 411‐5条

(単純通謀)

外国政府等と内通する行為 (国民の基本的利益を害す

る性質を帯びる場合 )

10年以下の拘禁及

び (又は)15万ユ

ーロ以下の罰金

第 411-6条

(情報の引渡

し)

外国政府等に情報等を引き渡す行為又は入手させる

行為 (国民の基本的利益を害する性質を帯びる場合)

15年以下の拘禁及

び (又は)22万 5

千ユーロ以下の罰

金

第 411-7条

(情報の不正

入手 )

外国政府等に引き渡す目的をもつて、情報等を入手又

は収集する行為 (国民の基本的利益を害する性質を帯

びる場合 )

10年以下の拘禁及

び (又は)15万ユー

ロ以下の罰金
第 411-8条

(情報の不正

収集等)

外国政府等のために、情報等を取得し又は引き渡す目

的をもつて活動する行為 (国民の基本的利益を害する

性質を帯びる場合)

1/2
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担当 :行政法務課―福田1健志

Ⅲ

第 413■ 0条

(特別義務者に

|よ る画1防の秘
―

密の漏洩)

職務上の権限等に基づき「国防の秘密」を取り扱う者
―

による、「薗防の秘密」の漏洩等

7年雰下の約禁及|び

(又 |ま)10万ユテーロ

以下の罰1金
|

第413-11条

(非身分者によ

る国防の秘密

輔 p

第 41.3‐ 10条に定める者以外による.、
「国防の秘密」の

1麟
づ年以下の拘禁及び

(又イま)7万 5千ユー

ロ以下の罰金

C

272



0回立 五 会 図書 館 調査報告書 (4)

令和 7年 7月 31日

調査及び立法考査局

外交防衛調査室・課

米国の合衆国法典におけるスパイ行為を禁じる規定

1.保護対象となる情報の類型、罰則の内容                    ,
米国では、スパイ行為 (espionage)は 、合衆国法典 (Untted States Codα  USC)1こおいて、

(1)国防情報の収集・提供の禁止等 (USC第 18編第 793-798条 )1の規定を中心に、(2)米国政府

の職員・被雇用者による機密指定情報等の提供の禁止等 (USC第 18編第 952条2、
第 50編第 7

83条 3)、
(3)機密指定情報の権限のない移転・保持の禁止等 (USC第 18編第 1924条 )4、 (4澱

密指定情報又は核兵器の設計・製造等に関連した情報の入手・提供等の禁止等 (USC第 18編

第 1030条 5、 usc第 42編第 2274条 6)、
(5)盾報部門職員等の身元の保護等 (USC第 50編第 31

21条)7等の規定により禁 じられている8。

主な規定の禁止事項及び罰則は以下のとおりである (下線は保護対象の情報等)。

う

(1)国防情報の収集・提供の禁止等 (USC第 18編第 793-798条 )

○米国に損害を及ぼす又は外国の利益となることを意図・認識 しながら、国防情報を収集又は

権限のない者に提供すること (罰金若 しくは 10年以下の自由刑又はその併科)

○米国に損害を及ぼす又は外国の利益となることを意図・認識しながら、国防情報を外国政府

に提供すること、戦時に敵国に有益となることを意図しながら米軍の部隊移動や装備等の情

報を提供すること (死刑又は終身・有期の自由刑 )

○大統領が指定する重要な軍事施設の写真撮影や図面・地図の作成、それらの公表、販売等を

すること (罰金若しくは 1年以下の自由刑又はその併科)       '

(2)米国政府の職員日被雇用者による機密指定情報等の提供の禁止等 (USC第 18編第 952条、

第 50編第 783;祭 )

○米国政府の職員・被雇用者が外交情報 (外交暗号や通信)の公表等を意図的に権限なく行 う

こと (罰金若 しくは 10年以下の自由刑又はその併科)

○米国政府の職員。被雇用者が外国政府関係者等に対し機密指定情報を権限なく提供すること、

11917年防諜法 (Ettonage Act of 1917)によつて定められた。以後数次の改正を経て現行の規定に至る。以下同

じ。
21948年 の犯罪及び刑事手続改正法 (Act to rcvhcP cmtt and cnact into pottivc ttw;■ tlc 18 of thc Unhcd Stttcs

Codc,cntitled“ Crimcs and Criminal PЮ ccdurc'')。

31950年
国内安全保障法 (Intcrnal sccudty Act of 1950)。

41995会計年度情報権限法 (h俺1lgcncc Auhonzttion Att for Fね cЛ Ycar 1995)。
51984年

偽造アクセス機器及びコンピュータ詐欺・濫用法 (Countcrfctt Access Dcvtte and Computtt Fraud and Abu

sc Act of 1984)。
61954年

原子カエネルギー法 (Atomた Ene18y Ad of 1954)。
71982年

情報身元保護法 (The htclligcncc ldcnthics and PЮ tccuon Att of 1982)。
8 stcphen R Mulligan and Jcnnifer K. EIsca, 

“Criminal Prohibitions on Lcaks and Othcr Disclosurcs of Classiflcd Def

cnse lnforlnation,"Ctt Rθ ュ″ο′ちR41404,May ll,2023,pp.2‐ ■.
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また、外国政府関係者等が米国政府の職員・被雇用者から機密指定情報を直接・間接に入手

すること (1万 ドル以下の罰金若 しくは 10年以下の自由刑又はその併科)

(3)機密指定情報の権限のない移転 H保持の禁止等 (USC第 18編第 1924条 )

○米国政府職員等が機密指定情報を自ら保有する意図で本来許可されていない場所に権限なく

移転すること (罰金若 しくは 5年以下の自由刑又はその併科)

(4)機密指定情報又は核兵器の設計 口製造等に関連 した情報の入手 口提供等の禁止等 (USC第

18編第 1030条、 USC第 42編第 2274木え)

○米国に損害を及ぼす又は外国の利益となることを意図・認識 しながら、権限なくコンピュー

タにアクセスし、機密指定情報又は核兵器の設計・製造等に関連 した情報 (核兵器の設計・

製造・利用、特殊核物質の製造、エネルギー製造における特殊核物質の利用等に関連した諸

情報)を入手すること又は権限のない者に提供すること (累犯の場合は罰金若しくは 20年以

下の自由刑又はその併科、それ以外の場合は罰金若 しくは 10年以下の自由刑又はその併科)

○米国に損害を及ぼす又は外国の利益となることを意図・認識 しながら、核兵器の設計・製造

等に関連した情誕を合法又は違法に保有し、他者に提供すること (意図した上で行つた場合

は終身・有期の自由刑若 しくは 10万 ドル以下の罰金又はその併科、認識 した上で行つた場合

イま10年以下の自由刑若 しくは 5万 ドル以下の罰金又はその併科)

(5)情報部門職員等

○非公然活動に携わ

の身元の保護等 (USC第 50編第3121条 )

る情報部門職員等 (情報部門職員、エージェント、情報提供者及び情報源)

の特定につながる機密情報へのアクセネ権限を有する者が、権限のない者に当該情報の意図

的な開示を行 うこと (罰金若 しくは 15年以下の自由刑又はその併科)

○機密情報へのアクセスの結果、情報部門職員等の身分を知った者が、権限のない者に当該情

報の意図的な開示を行 うこと (罰金若 しくは 10年以下の自由刑又はその併科)

2.人権や憲法との関係

○保護対象の情報に関する禁止事項 (特に(1)国 防情報の収集・提供の禁止等)の規定において

は、故意に関し複数の要件を設けており、例えば、国防情報の収集・提供の禁上については、

当該情報が 「合衆国に損害を及ばし、又は外国の利益となるために使用される」ことを「意

図し、又は信 じる理由をもつて」行動したことを要件としている (第 793条 a項～c項、第 7

94条)9。

O法律の文言上、禁上の対象は最初の情報漏えい者 (政府職員等)に限定されているわけでは

ないが、政府は、機密情報やその他の保護対象情報の受領を理由に報道機関を起訴したこと

はない10。

担当 :外交防衛課 島村智子

9連邦最高裁判所は 1941年の判決において、この規定は、被告人が合衆国に射 して悪意をもつて行動 したこ≧を要

件 と定めたものであると判断 した。Mulligan and EIscЪ  οP,θ J▲ (8),pp.9‐ 10
10 ブう虎1, pp.23‐ 24.
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